
Ⅲ－３－２－４－４ 自己資本の充実の状況等の開示（施行規則第 19 条の２第１項第５号

ニ、第 19 条の３第１項第３号ハ、第 19 条の５、第 34 条の 26 第 1 項第 4 号ハ、及び第

34 条の 27 の２関係） 

 

（１）定性的な開示事項 

①「自己資本調達手段の概要」には、自己資本比率告示第５条第２項、第１７条第２項、第

２８条第２項及び第４０条第２項並びに連結自己資本比率告示第５条第２項及び第１７条

第２項に規定されたステップ・アップ金利等を上乗せする特約を付すなど償還を行う蓋然性

を有する株式に係る発行条件を記載しているか。 

②「信用リスクに関する次に掲げる事項」について 

イ．「リスク管理の方針及び手続の概要」には、以下の内容が記載されているか。 

・ リスク報告及び測定システムの範囲及び性質 

・ 貸倒引当金の計上基準 

・ 信用リスクの算出に当たり、基礎的内部格付手法あるいは先進的内部格付手法を

採用しているにもかかわらず、銀行が採用していない手法を部分的に適用している

場合には、各手法が適用されるエクスポージャーの性質及びエクスポージャーを適

切な手法に完全に移行させるための計画の説明 

ロ．「エクスポージャーの種類と使用する適格格付機関等の関係」について、全ての法人

等向けエクスポージャー(中小企業等向けエクスポージャーを除く。)に 100％のリス

ク・ウェイトを適用している場合には、それを開示しているか。 

ハ．「内部格付手法が適用されるポートフォリオについて、次に掲げる事項」について 

a.「銀行が使用する内部格付手法の種類」について、内部格付手法について段階的適

用を行う場合は、移行期間を記載しているか。 

b.「内部格付制度の概要」には、以下の内容が記載されているか。 

・ 内部格付制度の構造（内部格付を付与するに当たり、外部格付との関連付けを行

っている場合は、両者の関係についての説明を含む。） 

・ 自己資本比率算出目的以外での各種推計値の利用状況 

・ 内部格付制度の管理と検証手続 

ニ．「次に掲げるポートフォリオごとの格付付与手続の概要」には、各ポートフォリオに

ついて以下の内容が記載されているか。 

・ 各ポートフォリオに含まれるエクスポージャーの種類 

・ ＰＤ（先進的内部格付手法を採用している場合には加えてＬＧＤ及びＥＡＤ）の

推計及び検証に用いた定義、方法及びデータ（これらの変数の導出に用いられた前

提を含む。） 

・ 自己資本比率告示及び連結自己資本比率告示で定められたデフォルトの定義との

相違点が存在し、かつ、当該相違点が重要であると判断される場合には、当該相違



点の内容に関する説明（当該相違点が影響を与えるポートフォリオの種類の説明を

含む。） 

ホ．「預金者等が銀行のリテール業務のリスク特性の理解に影響を受けないと判断できる

場合」は、例えば、適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー及びその他リ

テール向けエクスポージャーの合計額が信用リスクに係るエクスポージャー全体との

比較において規模が小さい状況にある場合をいう。 

③「信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要」には、以下の内容が

記載されているか。 

・ 貸出金と自行預金の相殺を用いるに当たっての方針及び手続の概要並びにこれを用

いている取引の種類、範囲等 

・ 派生商品取引及びレポ形式の取引について法的に有効な相対ネッティング契約を用

いるに当たっての方針及び手続の概要並びにこれを用いている取引の種類、範囲等 

・ 担保に関する評価、管理の方針及び手続の概要 

・ 主要な担保の種類 

・ 保証人及びクレジット・デリバティブの主要な取引相手の種類及びその信用度の説

明 

・ 信用リスク削減手法の適用に伴う信用リスク及びマーケット・リスクの集中に関す

る情報 

④「証券化エクスポージャーに関する次に掲げる事項」について 

イ．「リスク管理の方針及び手続の概要」には、以下の内容が記載されているか。 

・ リスク報告及び測定システムの範囲及び性質 

・ 銀行の証券化取引についての方針（証券化によるリスク移転の程度を含む。） 

・ 銀行の証券化取引における役割(オリジネーター、投資家、サービサー、信用補完

の提供者、ＡＢＣＰのスポンサー、流動性の提供者、スワップの提供者等)及び関与

の度合 

ロ．「証券化取引に関する会計方針」には、以下の内容が記載されているか。 

・ 証券化取引を資産の売却あるいは資金の調達等どのように会計上認識しているか。 

・ 資産の売却をどの時点で認識しているか 

・ 証券化エクスポージャーの留保持分評価の前提等。変更があった場合は、その概

要と影響 

・ デリバティブ等他の会計方針と合成型証券化の会計方針が異なる場合は、その説         

明 

⑤「マーケット・リスクに関する次に掲げる事項」について、「リスク管理の方針及び手続

の概要」には、リスク報告及び測定システムの範囲及び性質が記載されているか。 

⑥「オペレーショナル・リスクに関する次に掲げる事項」について、「リスク管理の方針及

び手続の概要」には、リスク報告及び測定システムの範囲及び性質が記載されているか。 



⑦「銀行勘定における株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要」

には、以下の内容が記載されているか。 

・ リスク報告及び測定システムの範囲及び性質 

・ その他有価証券、子会社株式及び関連会社株式の区分毎のリスク管理の方針 

・ 銀行勘定における株式等エクスポージャーの評価等重要な会計方針。また、会計方

針を変更した場合には、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第 8 条の 3

に準じた事項 

⑧「銀行勘定における金利リスクに関する次に掲げる事項」について 

イ．「リスク管理の方針及び手続の概要」には、リスク報告及び測定システムの範囲及び

性質が記載されているか。 

ロ．「銀行が用いた銀行勘定における金利リスクの算定手法の概要」には、金利リスク管

理のための主な前提（期限前返済及びコア預金の取扱いに関する仮定を含む。）、リス

ク計測の頻度等が記載されているか。 

 

（２）定量的な開示事項 

①「自己資本の充実度に関する次に掲げる事項」について 

イ．「内部格付手法が適用されるポートフォリオ及びこのうち次に掲げるポートフォリオ

ごとの内訳」について、基礎的内部格付手法及び先進的内部格付手法の両方を部分的

に使用する銀行にあっては、手法毎に記載しているか。 

ロ．「預金者等が銀行のリテール業務のリスク特性の理解に影響を受けないと判断できる

場合」は、例えば、適格リボルビング型リテール向けエクスポージャー及びその他リ

テール向けエクスポージャーの合計額が信用リスクに係るエクスポージャー全体との

比較において規模が小さい状況にある場合をいう。 

ハ．「内部格付手法が適用される株式等エクスポージャーに係る信用リスクに対する所要

自己資本の額及びこのうち次に掲げる株式等エクスポージャーの区分ごとの額」には、

銀行の内部管理に沿った形での株式のポートフォリオ別の所要自己資本の額を記載し

ているか。 

②「信用リスクに関する次に掲げる事項」について 

イ．「信用リスクに関するエクスポージャーの期末及び期中平均残高並びにエクスポージ

ャーの主な種類別の内訳」には、以下の内容が記載されているか。 

・ 期中平均残高の計算に日次平均を用いていない場合は、計算方法 

・ 信用リスクの計算に当たって複数の手法を使用している銀行にあっては、使用し

ている手法毎のエクスポージャーの期末残高 

ロ．「信用リスクに関するエクスポージャーの主な種類別の期末残高のうち、次に掲げる

区分ごとの額」には、種類の内訳として少なくとも(ａ)貸出金、コミットメント及び

その他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャー、(ｂ)有価証



券、(ｃ)ＯＴＣデリバティブの 3類型毎の内容が記載されているか。 

ハ．「地域別」には、少なくとも国内及び国外に区分しているか。 

ニ．「一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定について次に掲げる区

分ごとの期末残高及び期中の増減額」について 

a.「地域別」について、地域別に割り当てられない一般貸倒引当金は別に記載してい

るか。 

b.「業種別又はカウンターパーティー別」について、期中の増減額の開示と共に、減

損対象となった貸出金に関する増減も明確にしているか。 

ホ．「標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウェイトの区分ごと

の信用リスク削減効果勘案後の残高」について、リスク・ウェイトの区分毎の保有残

高は格付の有無についても区分しているか。 

ヘ．「内部格付手法が適用される次に掲げるポートフォリオについて、次に掲げる事項」

について 

  a.債務者格付あるいはプールを統合して開示する場合には、内部格付手法において使

用される債務者格付あるいはプールの全体的な分布状況が理解し得るような方法で

統合を行っているか。 

b. プールを統合して開示する場合には、内部格付手法において使用されるプールの全

体的な分布状況が理解し得るような方法で統合を行っているか。 

c.「適切な数のＥＬ区分を設けた上でのプール単位でのエクスポージャーの分析」に

ついて、このようにＥＬ区分を用いた開示を実施する場合には、開示の利用者に対

して充分意味のある信用リスクの分解という観点で適切なＥＬ区分となっているか。 

ト．「内部格付手法を適用する」「エクスポージャーごとの直前期における損失の実績値

及び当該実績値と過去の実績値との対比並びに要因分析」について、要因分析には、

ＰＤ、ＬＧＤ及びＥＡＤの水準についての分析が記載されているか。 

チ．「内部格付手法を適用する」「エクスポージャーごとの損失額の推計値と損失額の実

績値の長期にわたる対比」について、対比期間は損失額及びＰＤについては 5 年以上、

ＬＧＤ及びＥＡＤについては 7 年以上（リテール向けエクスポージャーについては 5

年以上）であるか。また、ＰＤ、先進的内部格付手法を採用している場合は加えて、

ＬＧＤ、ＥＡＤの推計値と実績値の対比を行っているか。 

③「信用リスク削減手法に関する次に掲げる事項」について 

イ．「信用リスク削減手法が適用されているエクスポージャー（信用リスク削減効果が勘

案された部分に限る。）の額」について、適格金融資産担保が適用されているエクスポ

ージャーの額は、ボラティリティ調整率を適用した後の額となっているか。 

ロ．合成型証券化取引の一部として扱われるクレジット・デリバティブは、信用リスク

削減手法の情報開示から除き、証券化エクスポージャーに関する情報開示に含めてい

るか。 



④「証券化エクスポージャーに関する次に掲げる事項」について 

イ．「主な原資産の種類別の内訳」の例として、クレジットカード与信、住宅ローン、自

動車ローン等が考えられる。 

ロ．「銀行が証券化を行ったエクスポージャーの合計額」等について、オリジネーターで

ある銀行が証券化エクスポージャーを保有しない証券化取引については、取引を開始

した年において開示しているか。また、スポンサー業務のみにより生じる証券化エク

スポージャーとその他の証券化エクスポージャーがある場合は、必要があれば両者を

区別して開示しているか。 

ハ．「当期の損失額」には、償却･引当及びＩ／Ｏストリップスの償却を含んでいるか。 

ニ．「自己資本から控除した証券化エクスポージャー」には、信用補完機能を持つＩ／Ｏ

ストリップスが含まれているか。 

⑤「銀行勘定における株式等エクスポージャーに関する次に掲げる事項」について 

イ．「貸借対照表計上額及び時価」について、上場証券の株価と公正価値が大きく乖離

している場合、対比を開示しているか。 

ロ．「告示附則第十三条が適用される株式等エクスポージャーの」「区分」には、少な

くとも子会社株式及び関連会社株式とその他有価証券に属する株式の区分を含んで

いるか。また、必要に応じて株式のポートフォリオ別の額を開示しているか。 

⑥「銀行勘定における金利リスクに関して経営陣が経営判断を行う際に用いた金利ショッ

クに対する損益又は経済的価値の増減額」について、ある種の通貨の資産ないし負債に

占める割合が 5％以上である場合は、通貨毎の内訳を開示しているか。 

 

（３）四半期毎の開示事項 

国際統一基準行においては、「銀行法施行規則第十九条の二第一項第五号ニ等の規定に

基づき自己資本の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項を定める件」第 8

条及び第 12 条に規定する事項につき、バーゼルⅡの趣旨を踏まえ、四半期毎の開示が適

切になされる必要がある。 


